別紙様式第１号
	統計の作成等の委託申出書
    　　　平成　　年　　月　　日
　　
　　　財　務　大　臣　　殿
　　　
委託申出者
　（個人の場合）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　    　　　　　　　　（署名又は記名押印）
生年月日

郵便番号・住所

所属及び職名(法人その他の団体に属する場合)

連絡先電話番号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先e-mail
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（法人等の場合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　郵便番号・所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者又は管理人氏名・所属・職名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表電話番号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先担当者氏名・所属・職名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先郵便番号・住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先電話番号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先e-mail
（代理人）

所属及び職名
氏名
連絡先郵便番号・所在地

連絡先電話番号
連絡先e-mail
住所

生年月日

統計法第34条の規定に基づき、下記のとおり申出をします。
記


	1　使用する調査票情報に係る統計調査の名称、年次等
	（名称）
	（年次等）

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	２　統計成果物の利用目的等
	（１）利用の区分
□　研究　　ア欄へ
□　高等教育→（利用する大学、研究科・学部学科等の名称：　　　　　　　　　　）　イ欄へ
※　どちらか一方を選択する。

	
	
	ア　研究利用の場合
①研究の名称



	
	
	②研究の目的及び意義


	
	
	③研究の内容及び統計成果物の分析方法


	
	
	④ 研究の実施期間



	
	
	イ　高等教育利用の場合
①授業科目の名称



	
	
	②授業科目の目的



	
	
	③授業科目の内容、授業科目で統計成果物を利用する必要性及び授業科目で利用する方法


	
	
	④授業科目の実施期間



	
	
	

	
	（２）すべての利用目的
①　（１）に記載した利用及び（３）に記載した成果の公表
②　

③　

④　

⑤　

※　（１）及び（３）に記載した利用目的以外の

すべての利用目的を記入する。

	
	（３）成果等の公表方法
　□　研究利用の場合の統計成果物及びこれを用いて行った研究の成果を得るまでの過程の概要の公表　　　　　　　　　　　　　　　予定時期　　年　　月
□　論文（公表の方法：　　　　　　　　　　　　　　　予定時期　　年　　月　　）

□　報告書（公表の方法：　　　　　　　　　　　　　　予定時期　　年　　月　　）

□　学会・研究会等で発表（学会、研究会等の名称：　　予定時期　　年　　月　　）

□　学会誌等に掲載（学会誌等の名称：　　　　　　　　予定時期　　年　　月　　）

□　その他　具体的な公表方法：

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　予定日　　年　　月　　
※　予定している全てのものを選択する。

	３　委託に係る統計の作成等の内容及び仕様

	

	４　統計成果物の提供希望年月日

	（年月日）

	５　統計成果物の提供の方法等
	（１）提供の方法（媒体）

□　ＣＤ－Ｒ　　　　　　□　ＤＶＤ－Ｒ　　　□　電子メール
□　紙
※　希望する提供媒体をチェックする。

	
	（２）送付の希望の有無

□　送付を希望　　□　直接受取りを希望

	６　提供機関等の設定事項欄
	


　備考
１　委託申出者については、

　①法人等の場合（行政機関又は地方公共団体を除く。）は、「郵便番号・所在地」に本店又は主たる事務所の郵便番号・所在地を記載すること。
②行政機関又は地方公共団体の場合は、「郵便番号・所在地」に担当部課等の郵便番号・所在地を、「代表者又は管理人氏名・所属・職名」に担当部課等の長の氏名・担当部課等の名称・職名をそれぞれ記載すること。

２　「統計成果物の提供の方法」には、行政機関の長、届出行政法人又は受託独立行政法人等が提示している統計成果物の提供の方法（格納する媒体等）を記入すること。
３　記載内容が多くなる場合には、必要に応じて、様式には簡潔にその概要及び「詳細は別添○参照」の旨を記載するとともに、詳細を記載した資料を添付することとして差し支えない。
４　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。
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